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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
構造に弾力性があることを示している。
３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【人件費】
人件費に係る経常経費比率を類似団体平均と比較すると1.6％低い水準にある。平成17年から21年までを計画年限する沼田市行政改革大綱実施計
画では、市町村合併後10年間で職員の定数を70人以上削減することを目標としており、19年4月1日時点で24人(達成率34.3％)の削減をしたところで
ある。しかし、人口1,000人当たりの職員数は0.35ポイント類似団体の平均を上回っていることから、今後も、行財政改革への取り組みを通じて人件費
の削減を図ることとする。
【物件費】
指定管理者制度導入による観光施設管理委託料の減など、行政改革推進の成果により減少の傾向にあるところではあるが、物件費にかかる経常経
費比率は類似団体平均を2.6％上回っている。平成18年度の決算額について類似団体と人口1人あたりで比較すると需用費や備品購入費が高い水
準にあることから、今後も物件費全体を通じて経費節減を図ることとする。
【扶助費】
扶助費に係る経常経費比率を類似団体平均と比較すると0.4％低い水準にあるが、生活保護費などが扶助費に係る経常経費比率を押し上げる一因
となっている。平成18年度決算額にて類似団体と人口１人あたりの決算額を比較すると社会福祉費と老人福祉費が高い水準を示している。生活保護
費のみならず、扶助費全体において、見直しを進めていくよう努めることとする。
【公債費】
公債費に係る経常経費比率は類似団体平均と比較すると0.7％上回っている。また、平成18年度決算額にて類似団体と人口１人あたりの決算額を比
較すると地方債元利償還金において、5,650円高い水準にあることから、引き続き、行政改革大綱実施計画に基づき、地方債残高を現状以上に増や
さないようにするとともに、借入れにあたっては、各事業の適債性を十分に勘案・厳選したうえで行うこととする。
【補助費等】
補助費等にかかる経常収支比率は、類似団体平均を8.4％上回っている。一部事務組合への負担金が高い水準にあることが大きな要因になってい
る。また、各種団体等への補助金についても補助費等にかかる経常収支比率を押し上げる要因になっていることから、公益上の必要性や効果などを
勘案したうえで、見直しを図ることとする。
【その他】
その他に係る経常収支比率は類似団体平均を2.9％上回っている。下水道事業特別会計への繰出金の増加などが主な要因となっている。下水道事
業特別会計では長期債元金償還の増が経費増加の大きな要因となっているが、下水道事業においては、経費を節減するとともに、独立採算の原則
に立ち返った料金の見直しなどによる健全化を図るなどにより、税収を主な財源とする普通会計の負担額を減らしていくよう努める。
【普通建設事業費】
普通建設事業費の人口１人当たりの決算額は、近年の投資的経費の削減に伴い、類似団体平均と比較すると平成18年度決算額で16,686円低い水
準にある。市の財政状況は非常に厳しいものになっているなか、今後も税収の大幅な増加が見込めない状況にあることから、引き続き事業の精査を
して普通建設事業費の節減に努めることとする。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 4,275,422 78,797 77,107 2.2
賃金（物件費） 248,917 4,588 3,450 33.0
一部事務組合負担金（補助費等） 757,351 13,958 6,449 116.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 707 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 3 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 97,430 1,796 2,833 ▲ 36.6
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 68,292 1,259 1,730 ▲ 27.2
▲退職金 ▲ 366,374 ▲ 6,752 ▲ 8,460 ▲ 20.2
合計 5,081,038 93,644 83,819 11.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.55 8.20 0.35
ラスパイレス指数 99.7 97.3 2.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

2,993,882 55,178 46,879 17.7

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 19 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 826,144 15,226 12,453 22.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

619,285 11,413 4,468 155.4

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

322,767 5,949 1,748 240.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 21 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,203,784 ▲ 40,616 ▲ 34,112 19.1

合計 2,558,294 47,150 31,475 49.8

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

3,171,469 67,858 ▲ 7.5 75,539 ▲ 5.9 ▲ 1.6

うち単独分 1,653,787 35,385 ▲ 22.4 42,119 ▲ 12.8 ▲ 9.6

2,596,895 55,917 ▲ 17.6 70,792 ▲ 6.3 ▲ 11.3

うち単独分 1,193,351 25,696 ▲ 27.4 40,777 ▲ 3.2 ▲ 24.2

3,192,115 57,842 3.4 59,990 ▲ 15.3 18.7

うち単独分 2,220,490 40,236 56.6 35,137 ▲ 13.8 70.4

2,585,610 47,211 ▲ 18.4 59,039 ▲ 1.6 ▲ 16.8

うち単独分 1,196,264 21,843 ▲ 45.7 34,986 ▲ 0.4 ▲ 45.3

1,940,679 35,767 ▲ 24.2 52,453 ▲ 11.2 ▲ 13.0

うち単独分 1,095,402 20,188 ▲ 7.6 30,509 ▲ 12.8 5.2

過去５年間平均 2,697,354 52,919 ▲ 12.9 63,563 ▲ 8.1 ▲ 4.8

うち単独分 1,471,859 28,670 ▲ 9.3 36,706 ▲ 8.6 ▲ 0.7
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